
第1章

データ駆動型イノベーションの現象

　本章では、「新たな成長の源泉：知識資本」というOECD のプロジェクトの第

二段階、特にデータ駆動型イノベーションに着目した部分（KBC2：DATA）で

得られた主な知見をまとめて紹介する。最初に、経済成長、開発、福祉のための

データ駆動型イノベーション（DDI）の可能性を特に示しつつ、「ビッグデータ」

とデータ分析の役割の増大について、利用可能な証拠を紹介する。その後、本書

各章で触れられている、DDI の様々な側面に係る背景と政策課題を示す。最後に、

DDI の離陸・加速に伴いほとんどの国が直面するであろう、これからの主要課題

や、取り組むべき政策事項を挙げて、議論を終える。

　非常に多くの様々なデータが利用できる時、あなたが持つであろう力を想像するこ
とは難しい。

―バーナーズ＝リー（Berners-Lee, 2007）

　ソフトウェアが世界を食べている……
―マーク・アンドリーセン（Marc Andreessen）

（アンダーソン（Anderson, 2012）との対談で）

　……そして世界は、データの大きな塊の中でサーブされている。
―スメイジャー、ベイカーとデ・ムンク

（Esmeijer, Bakker and de Munck, 2013）
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はじめに

　無数の取引、生産、通信プロセスから生成される大量の（デジタル）データを、多くの組織が活
用し始めている。これらの大きなデータの流れは、現在は一般的に「ビッグデータ」と呼ばれる。
あらゆる場所で相互接続され、物理的な世界での活動を把捉しているセンサー（第3章参照）のほか、
インターネットを含む情報通信技術（ICT）を通じて生成される。生成、収集、蓄積される実際の
総データの測定は、まだ推測にとどまるものの、ある資料によれば、今日では2.5エクサバイト

（EB、10億ギガバイト）1 以上のデータが毎日生成されていることが示唆されている2。これは、米国
議会図書館にある全書籍に含まれる情報の167,000倍に相当する。これによると2015年には約8ゼ
タバイト（ZB、1兆ギガバイト）の推計累積データ容量になると推測され、また、いくつかの推計
では、この10年の終わりまでには40倍になることが示唆されている3。今日、世界最大の小売企業
Walmartは、すでに毎時100万件以上の顧客取引を扱っており、これらのデータは、データベース
に送られている。このデータベースは、2010年には2.5ペタバイト（PB、100万ギガバイト）以上
のデータを保有していると推計されている（The Economist, 2010a）。

　「ビッグデータ」の分析は、一層リアルタイムで、社会全体での知識と価値創造を推進している。
具体的には、新製品、新プロセス、新市場の登場を促し、まったく新しいビジネスモデルに拍車を
かけ、OECD加盟国とパートナー国の経済における大多数の部門に変革をもたらし、さらにそれに
より、経済競争力と生産性を伸ばしつつある。例えば、アルゴリズム取引システム（ATS）は、ミ
リ秒単位で大量の市場データを分析し、何を保有すべきか、いつ、そして、いくらで取引を行うべ
きかを自律的に判断する。こういったプロセスは10年前までは聞かれなかった（第3章参照）。製造
業や農業などの伝統的な部門も、データ分析を利用することで多大な影響を受けており、サービス
業のようになりつつある（第2章参照）。例えば、運動靴やスポーツ用品のドイツのメーカーAdidas
は、多くの商品を「データ駆動型サービス」として再設計し、オンラインの「miCoach」プラット
フォームに統合してサービス提供している。このプラットフォームは、運動状況の監視やトレー
ニングのアドバイスなど、身体活動に関連するサービスを可能にするものである。公共部門では、

「オープンガバメント・データ」としてのデータの公開が、政府の透明性と説明責任を向上させ、公
共部門の効率性と国民の政府への信頼を高めることにつながる（第10章参照）。公共部門情報（PSI）

（公共部門のデータを含む）へのアクセスの改善は、起業家による革新的な商業的・社会的な製品・
サービスの開発を可能とする。例えば、米国政府が公開したデータに基づき、喘息の人々にとって
非常に危険な場所を特定するために使用されるアプリである「Asthmapolis」がある。このアプリ
の開発以降、米国の病院では、喘息事案が25パーセント減少した。

　製品、プロセス、組織的手法、市場を改善・育成するためにデータと分析を利用すること（以降
では「データ駆動型イノベーション（DDI）」と称する）は、新たな成長の源泉である。DDIは、公
共部門のオープン性、透明性及び説明責任の向上を通じて国民の政府への信頼の再構築を目指す政
府にとっても、重要な機会となる。しかし、データ駆動型イノベーションの可能性を最大限開放し、
その果実をすべての市民の福祉に生かすことを確保するため、政府はいくつかの重要な経済的・社
会的課題及びリスクに対処する必要がある。特に重要なものとしては、1）データの自由な流通に対
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する障壁（第2章、第3章、第4章参照）のリスク、2）市場集中と競争障壁（第2章）のリスク、3）
税源浸食と利益移転（BEPS）（第2章）のリスク、4）プライバシー侵害や差別（第5章）のリスク、5）
労働市場における置換効果（第6章）のリスク、そして、それによる、6）新しいデジタルディバイド、
すなわち「データディバイド」のリスクがある。データディバイドのリスクは、途上国に特に大き
な影響を与える可能性がある。社会の一体性と格差の広がりに対して特に懸念を有する政府にとっ
て、これらの課題やリスクの一部は、特別な留意をするに値するものである。これらは、各国の閣
僚及び代表4がOECD閣僚理事会声明（OECD, 2014a）5 で言及したように、経済の強靭性を阻害す
るおそれがある。

　DDIは、より広い社会的・経済的な状況でみるべきである。知識資本（KBC）であるデータとソ
フトウェアが、主要な柱の一つとして、21世紀の知識経済の基盤を形成するようになってきている
という状況である。2010年、OECDは、「新たな成長の源泉：知識資本」という分野横断的プロジ
ェクトを立ち上げた。同プロジェクトでは、成長への影響や関連する政策上の含意に関する証拠を、
3つの主要な知識資本の種類ごとに整理した。すなわち、1）情報化資産（例：ソフトウェア及びデ
ータベース）、2）革新的資産（例：特許、著作権、意匠及び商標）、及び3）経済的能力（例：ブラ
ンド資産、企業固有の人的資本、人や組織のネットワーク、組織のノウハウ）（OECD, 2013a）6 で
ある。同プロジェクトでは、スウェーデン、英国、米国等では、知識資本への投資が、機械、装置、
建物等の有形資本への投資に並んだか、又は超えたことを示した（図1.2）。また、デンマーク、ア
イルランド、イタリア等の多くの国では、知識資本への企業の投資は、2008年から2009年の金融経
済危機の間、GDPのシェアでは、有形資本への投資よりも上昇したか、又は減少幅が少なかった

（OECD, 2013a）。

　本章は本書全体の総論になっており、次のように構成されている。まず、データ、分析及びデー
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図1.1　世界のデータ蓄積量の推移（2005～2015年）
ゼタバイト（ZB、1兆ギガバイト）
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出典：IDC（2012）デジタルユニバース調査プロジェクト（Digital Universe research project）。



タ駆動型イノベーションの増大しつつある役割に関する利用可能な証拠を紹介する。次に、本書各
章で扱う、DDIの様々な側面に係る背景と政策課題を説明する。そして、DDIの離陸・加速に伴い
ほとんどの国が直面するであろう、これからの主要課題や取り組むべき政策事項を掲げて、議論を
終える。

第1節　「ビッグデータ」の台頭とデータ駆動型イノベーション

先行するICT部門

　ICT企業は、知識資本（特にソフトウェアやデータ）への投資に大きく依存している。これは、
GoogleやFacebookといったインターネット企業の資産構造をみれば明らかである。2013年12月31
日の時点で7、これらの企業の有形資産は企業価値の15パーセント程度にすぎなかった。インター
ネット企業は、特にソフトウェアやデータといった知識資本への投資によって、生産性を大幅に上
昇させている。同様にソフトウェアやデータへの投資に大きく依存している他のICT企業と比較し
ても、インターネット企業ははるかに生産性が高い。OECD加盟国におけるトップ250社のICT企
業の中で、インターネット企業は、2012年の従業員当たりの収入が平均100万米ドル以上であり、
2013年では平均80万米ドル以上であった一方、他のトップICT企業は平均約20万米ドル（ITサー
ビス企業）から平均50万米ドル（ソフトウェア企業）であった（図1.3）。
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図1.2　有形資本と知識資本への投資（2010年）
企業部門の付加価値における割合（%）
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出典：OECD科学技術産業スコアボード2013年版（OECD Science, Technology and Industry Scoreboard 2013）。データ源は
INTAN-Investデータベース（www.intan-invest.net）、研究者による国の推計。有形投資の推計は、OECD年次国民経済計算

（OECD Annual System of National Accounts, SNA）とINTAN-Investデータベース。http://dx.doi.org/10.1787/888932889820
（2013年5月）。


